
平成 25年 6月 12日 

 

平成 25年度研究員（先端政策分析研究センター）の募集について（通知） 

 

 

京都大学経済研究所では、先端政策分析研究センター（CAPS）において行って

いる経済政策の高度化に資する研究・教育・社会貢献活動について、平成 25 年

度に、財政政策・環境政策に関する活動を推進する CAPS 研究員（産官学連携）

を公募いたします。 

 

【職務内容】 

CAPS研究員（産官学連携）は、先端政策分析研究センターにおいて、センター

教員と協力しながら、財政政策及び環境政策に関する事業を遂行するために必要

な研究及びその補助業務に従事するために採用されるものです。平成 25 年度の

事業の内容等は、この通知末尾に掲載した「事業の概要」を参考にしてください。 

 

【応募資格】 

（１）博士学位取得者、あるいは博士課程に標準修業年限以上在学し、所定の単

位を修得し、博士の学位取得者と同等の研究業績および基礎学力を有すると認め

られる者。 

（２）雇用期間において、大学院博士課程等に在籍していないこと、日本学術振

興会特別研究員その他のフェローシップ等類似の助成を受けていないこと、他の

職に就いていないことが条件です。 

応募時点で上記のいずれかを満たさない場合は、採用時に条件を満たしている必

要があります。 

 

※ 応募資格についての詳細は，京都大学経済研究所内「先端政策分析研究セン

ター事務室」（TEL：075-753-7194；E-mail:caps_kyoto@kier.kyoto-u.ac.jp）に

問い合わせること。 

※ 外国籍の方は、就労活動が認められている在留資格（教授）が必要。 

 

【採用人数】1名  

 

【雇用形態】 

身分は非常勤職員（時間雇用職員）で、勤務形態は１日６時間、週５日（祝  

祭日を除く月～金）の３０時間／週勤務。時間給（本学支給基準に基づき、経歴



により決定）。本学支給基準に基づき通勤手当を支給。（その他の手当、賞与、退

職手当等は支給しない。）社会保険、雇用保険に加入。 

 

【任期】 

採用決定後できるだけ早い時期～平成 26年 3月 31日まで。（年度契約。但し、

更新の可能性有） 

 

【応募方法】 

以下①～④の応募書類を提出すること。 

①履歴書（様式指定） 

※ 内容に応じて枠の変更およびページ数の追加をしても良い。 

②平成 25年度 CAPS研究員（産官学連携）申請書（様式指定） 

必要事項を明記の上、提出すること。 

※ 申請書１ページ目については、内容に応じて、枠の変更およびページ数の

追加をしても良い。｢過去の研究内容と研究成果｣、｢財政政策・環境政策に関

する具体的関心｣は、各々Ａ４一枚に収めること。 

※履歴書・申請書の様式は下記 URLよりダウンロード可能。 

http://www.kier.kyoto-u.ac.jp/caps/ 

③研究論文 

これまでの研究成果を代表する論文一編。 

④推薦書（推薦書のフォーマットは特に定めない） 

現在所属する研究機関ないし大学院において指導を受けた教授もしくは准教

授の推薦書。 

 

 [応募書類提出方法] 

電子メールにより提出する場合は、電子媒体「Microsoft Word形式」もしくは

「PDF 形式」で、メール題目を「CAPS 研究員応募（応募者氏名）」として、京都

大学経済研究所内先端政策分析研究センター事務室の下記のメールアドレスに

送信すること。 

〇送信先：caps_kyoto@kier.kyoto-u.ac.jp 

 

郵送により提出する場合は、封筒に「CAPS研究員応募書類在中」と明記し、電

子媒体「Microsoft Word形式」もしくは「PDF 形式」で、CD-ROM（Windows用フ

ォーマット）に保存のうえ、ハードコピーを添えて、下記住所に郵送すること。 

〇郵送先：〒606-8501 京都府京都市左京区吉田本町 京都大学経済研究所内 

先端政策分析研究センター事務室 

http://www.kier.kyoto-u.ac.jp/caps/
mailto:caps_kyoto@kier.kyoto-u.ac.jp


 

[推薦書提出方法] 

推薦者から直接、下記の応募締切日までに、電子メールまたは郵便により送付

すること。 

 

電子メールにより提出する場合は、電子媒体「Microsoft Word形式」もしくは

「PDF 形式」で、メール題目を「CAPS 研究員応募者推薦書（応募者氏名）」とし

て、京都大学経済研究所内先端政策分析研究センター事務室の下記のメールアド

レスに送信すること。 

〇送信先：caps_kyoto@kier.kyoto-u.ac.jp 

 

郵送により提出する場合は、封筒に「CAPS 研究員応募者推薦書在中」と明記し、

電子媒体「Microsoft Word 形式」もしくは「PDF 形式」で、CD-ROM（Windows 用

フォーマット）に保存のうえ、ハードコピーを添えて、下記住所に郵送すること。 

〇郵送先：〒606-8501 京都府京都市左京区吉田本町 京都大学経済研究所内 

先端政策分析研究センター事務室 

 

[応募締切り] 

平成 25年 7月 31日（水）12時必着 

※ ただし、適任者が決定次第、応募を締め切る場合がありますので、予めご了

承下さい。 

 

〇審査及び結果通知 審査の過程で、必要に応じ、面接を行う場合がある。 採否

の結果は申請者宛に、電子メールまたは郵送にて直接、通知する。 

 

【問合せ先】 

京都大学経済研究所内 先端政策分析研究センター事務室 

（TEL：075-753-7194 E-mail：caps_kyoto@kier.kyoto-u.ac.jp） 

 

※ 応募書類は採用審査にのみ使用します。正当な理由なく第三者へ開示、譲渡

及び貸与することは一切ありません。なお、応募書類は原則として返却いたしま

せん。 
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事業の概要 

 

 

先端政策分析研究センターにおいては、 実践的な政策研究を主とする中央官

庁より採用された教員を中心に、経済分析の手法と理論の有効性を検証し、先端

的経済学の研究成果をいち早く的確に政策分析に直結させることにより、 現実

の政策に幅広く反映させていくため、 研究活動及び教育・社会貢献活動（公開

シンポジウム・セミナーの開催等）を実施している。 

 

 

平成 25年度における財政政策・環境政策についての事業の概要は以下の通り。 

 

 

【財政政策】 

担当：中澤正彦（准教授） 

 

財政政策と経済との関係、特に税制・社会保障制度と経済成長との関係について、

マクロ経済モデルを活用した分析等を実施。 

 

 

【環境政策】 

担当：大森恵子（教授） 

 

低炭素社会構築に向けて、家庭部門でのエネルギー効率性向上対策を中心とした

政策の効果分析に関する研究を実施。 


